
90,314 人 　面　　　積 (㎢) 都道府県名 大阪府
88,523 人 Ⅱ- 3

2.0 ％ 　人口密度 (人) ふりがな

住 帳 90,060 人 659人 １ 7 年 国 調 団体名 貝塚市
基 人 90,007 人 1.7％
台 口 0.1 ％ １ 7 年 国 調 (人) 団体コード Ⅱ- 7

　 12,694人
決 算 額 31.8％ １ 2 年 国 調 (人)

11,757,057
211,049 25,813人 収
72,569 64.7％ １ 7 年 国 調
64,140 支
39,465 １ 2 年 国 調

804,958 状

構 成 比 況
180,658 92.4

92.4
67,455 42.1

3,467,548 個 人 均 等 割 0.9
普 通 交 付 税 3,119,406 所 得 割 33.4
特 別 交 付 税 348,142 法 人 均 等 割 1.6

16,664,899 法 人 税 割 6.2
22,332 41.3

298,097 39.4
475,644 1.1
91,155 7.8

2,860,602 - 1
- 2

1,749,618 - 1
11,271 7.6 1

676 7.6 1
757,163 - 18
432,628 - 1
376,973 7.6

1,940,300 -
う ち 減 税 補 て ん 債 -
うち臨時財政対策債 807,400 -

25,681,358 100.0

決 算 額 市民税
6,501,133 現年 97.9

う ち 職 員 給 3,990,833 滞納 21.4
5,588,605 合計 93.9
2,571,544 固定資産税

内 元 利 償 還 金 2,566,213 現年 98.0
訳 一 時 借 入 金 利 子 5,331 滞納 18.9

14,661,282 合計 90.6
2,531,338 市税合計

105,254 現年 98.1
2,604,538 積立 滞納 19.7

うち一部事務組合負担金 765,151 合計 92.4
3,467,260 現在

208,238 個人市民税均等割

44,411 3,000円
0 個人市民税所得割

1,920,630 公 合 計 国会 標準税率
　 う ち 人 件 費 64,086 営 下 水 道 民計 法人市民税均等割

内 普 通 建 設 事 業 費 1,915,398 ％ 102.9 ％ 事 病 院 健の 標準税率
　 う ち 補 助 291,094 業 上 水 道 康状 市民税法人税割

　 う ち 単 独 1,598,054 へ と 畜 場 保況 14.7/100
訳 災 害 復 旧 事 業 費 5,232 の 国 保 険　 固定資産税

　 失 業 対 策 事 業 費 0 繰 介 護 保 険 事 　 1.4/100
25,542,951 出 老 人 保 健 業 　 -

財政調整基

地 方 債 現 在 高

区 分

210 土地開発基金現在高

　　　保険料 収入額 89

272086

（注１）　普通建設事業費の補助事業費には受託事業費のうちの補助事業費を含み、単独事業費には同級他団体施行事業負担金及び受託事業費のうち単独事業費を含む。

64,523
歳 出 合 計 100.0 18,131,330 587,445 　　　保 険 給 付 費

647,540 　　　国 庫 支 出 金 88 収益的事業収入- 18,269,737千円
0.0 1,491 歳 入 一 般 財 源 等 640,459

被 保 険 者 1 人 あ た り - 実質的なもの -
被 保 険 者 数 ( 人 ) 30,825 そ の 他 206,4671.1 27,997 ( 減 税 補 て ん 債 及 び

臨 時 財 政 対 策 債 除 く )
8,585

6.3 448,175 4,286

5,193,375
7.5 476,172 97.8 627,000 加 入 世 帯 数 ( 世 帯 ) 16,415 保 証 ・ 補 償 -

309,455 債務負担行為額 5,399,842
0.3 63,997 経 常 収 支 比 率 1,587,530 再 差 引 収 支 307,463 物 件等 購入

18,131,330
投 資 的 経 費 7.5 477,663 15,976,192千円 4,102,845 実 質 収 支 額

歳 出 合 計 25,542,951 100.0 1,915,398前 年 度 繰 上 充 用 金 0.0 0 経 常 経 費 充 当 一 般 財 源 等 計
- - うち政府資金 12,735,265

- -
投 資 ・ 出 資 ・ 貸 付 金 0.2 7,613 7,613 0.0 前 年 度 繰 上 充 用 金 - -

2,707,067
積 立 金 0.8 178,000 - - - 22,645,558- 諸 支 出 金

10.1 - 2,552,807 特定目的基金

1,491 減 債 基 金 188,585
繰 出 金 13.6 2,924,622 2,615,215 16.0 公 債 費 2,571,544

2,083,634 1,066,697
3.0 730,859 320,932 2.0 災 害 復 旧 費 5,232 0.0 -

10.7
補 助 費 等 10.2 2,087,840 1,537,551 9.4 教 育 費 2,661,552 10.4 448,029

3.8 112,138 861,863 起債制限比率(％)
2,273,947 公債費比率（％) 11.8

維 持 補 修 費 0.4 67,693 67,693 0.4 消 防 費 968,583

14.0
物 件 費 9.9 1,933,255 1,745,392 10.7 土 木 費 2,807,405 11.0 487,611

1.0 - 229,173 公債費負担比率（％)
148,479 経常一般財源等比率（％) 99.4

( 義 務 的 経 費 計 ) 57.4 10,454,644 10,002,728 61.2 商 工 費 249,922
農 林 水 産 業 費 219,260 0.9 112,0470.0 5,331 5,331 0.0

- 36,093 実質収支比率(％) 0.3
2,052,673 財政力指数(3ｹ年平均) 0.733

10.0 2,547,476 2,509,816 15.4 労 働 費 41,468 0.2

15,618,759
公 債 費 10.1 2,552,807 2,515,147 15.4 衛 生 費 2,637,875 10.3 29,408

36.3 121,794 4,765,647 標 準 財 政 規 模
2,856,602 標準税収入額等 12,499,353

扶 助 費 21.9 1,883,098 1,868,886 11.4 民 生 費 9,261,659
総 務 費 3,849,530 15.1 604,37115.6 3,683,530 3,867,192 22.1

- 268,921 基準財政需要額 12,741,74934.4 議 会 費 268,921 1.1人 件 費 25.5 6,018,739 5,618,695
(A) のうち普通建設事業費 (A) の充当一般財源等 基準財政収入額 9,600,552

(単位:千円) 市税徴収率（％）
区 分 構 成 比 充当一般財源等 経常経費充当一般財源等 経 常 収 支 比率 区 分 決  算  額  (A) 構  成  比

性 質 別 歳 出 の 状 況 ( 単 位 : 千 円 、 %) 目 的 別 歳 出 の 状 況 ( 単 位 : 千 円 、 ％ ) 区 分

　・ごみ処理

　・後期高齢者医療

- -

健全化判断比率 　（％）

　   （ ）内は早期健全化基準
歳 入 合 計 100.0 15,525,739 100.0 合 計 11,757,057 118,973

3.1 0.0 旧 法 に よ る 税
0.0 0.0 法  定  外  目   的   税

地 方 債 7.6 0.0

目 的 税 895,781 -

- -
水 利 利 益 税 等 - -

-2,376

将 来 負 担 比 率

諸 収 入 1.5

895,781 -

都 市 計 画 税 893,405 -
事 業 所 税 -

(350.0)
(25.0)
(17.7)
(12.7)

149.6
12.0

－ 
－ 

19,721 0.1

0.0

　
-

0.0

繰 越 金 1.7 0.0
2.9繰 入 金 入 湯 税

財 産 収 入 0.0 0.0
法    定    目    的    税寄 附 金 0.0

　　　法  定  外   普   通   税 - -都 道 府 県 支 出 金 6.8 0.0
特 別 土 地 保 有 税 - -国 有 提 供 交 付 金 - -
鉱 産 税 - -国 庫 支 出 金 11.1 0.0

-
軽 自 動 車 税 132,999 -

分 担 金 ・ 負 担 金 1.2
一 部 事 務 組 合

加 入 の 状 況手 数 料 0.4 846 0.0 市 町 村 た ば こ 税 922,349
使 用 料 1.9 59,488 0.4

- 臨 時 職 員 - - 

　・近畿圏
　　　近郊整備

83 26,971
- 

578 189,694
交通安全対策特別交付金 0.1 22,332 0.1

730,218 118,973 消 防 職 員

0.0　　　　　　　うち純固定資産税 4,633,331 - 合 計
固 定 資 産 税 4,852,624

( 一 般 財 源 計 ) 64.9 15,423,352 99.3

108,634
307,230

1.4 - 185,570 - 教 育 公 務 員 37 15,028
- うち技能労務員 87 26,72912.1 3,119,406 20.1 3,928,882

地 方 交 付 税 13.5 3,119,406 20.1

実 質 単 年度 収支 △ 282,665 226,129

- 458 322,478一 般 職 員
職員数（人） 総給料月額（千円）

147,695
地 方 特 例 交 付 金 0.3 67,455 0.4 市 町 村 民 税 4,953,304 118,973

法    定    普    通    税 10,861,276 118,973軽 油 引 取 税 交 付 金 - 0.0
積 立 金 取 崩 額 150,000 0
繰 上 償 還 金 37,660 0

自 動 車 取 得 税 交 付 金 0.7 180,658 1.2 普 通 税 10,861,276 118,973
区 分 収 入 済 額 超過課税分特 別 地 方 消 費 税 交 付 金 - -

81,129
ｺ ﾞ ﾙ ﾌ 場 利 用 税 交 付 金 - - 市 町 村 税 の 状 況 ( 単 位 : 千 円 、 ％ ) 積 立 金 148,000 145,000

 29,716 単 年 度 収 支 △ 318,325地 方 消 費 税 交 付 金 3.1 804,958 5.2

87,440 63,336
株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 0.2 39,465 0.3  実 質 収 支 50,967 369,292

138,407 432,628
配 当 割 交 付 金 0.2 64,140 0.4  31,592 繰 越 財 源

68.5％ 歳 入 歳 出 差 引利 子 割 交 付 金 0.3 72,569 0.5
25,056,711

歳 入 総 額 25,681,358 25,489,339
地 方 譲 与 税 0.8 211,049 1.4 第 3 次 27,054人 世 帯 数

平成19年度（千円）27.4％ 指 定 団 体 等 区 分

歳 出 総 額 25,542,951

平成18年度（千円）
地 方 税 45.8 10,863,652 70.0 82,154 の 指 定 状 況

区 分 構 成 比 経常一般財源等 構  成  比
歳 入 の 状 況 ( 単 位 : 千 円 、 %) 第 2 次 10,804人 83,905

増　 減　 率 地 方 交 付 税 種 地

決 算 状 況 20.3.31 第 1 次 642人
19.3.31 1.6％

平 成 19 年 度 12年国勢調査 区   分 17 年 国 調
口 増　 減 　率

5,998

人 17年国勢調査 産 業 構 造

12 年 国 調 43.99 市 町 村 類 型
かいづかし

2,054
人 口 集 中 地 区 人 口

病 院 事 業 管 理 者
議 会 議 員
議 会 副 議 長

19.04.01
19.04.01
18.04.01
19.07.01
19.07.01
19.07.01
19.04.01

議 会 議 長
教 育 長
副 市 長
市 区 町 村 長

一
般
職
員
等

406,162
324,952

328,190

特   別   職   等 定    数 改正実施年月日
1人当たり平均給料

月額　（百円）

実質公債費比率
連結実質赤字比
実 質 赤 字 比 率

平均給料月額（円）

8,544
7,387
6,660

8,544
5,400
5,740


